主な改正内容

１　基本理念の見直し
「障がいのある人もない人も分け隔てられることなく共に暮らすことができる地域社会の実現」という第４次新座市障がい者基本計画の基本理念及び
改正障害者基本法に規定された障がい者の「コミュニケーション手段の確保」
について基本理念に盛り込むため、規定を改めました。
２　用語の定義の見直し
国連障害者権利条約において、障がいについての考え方が、障がいのみに着目する「医療モデル」から障がい者と社会の側の相互作用によって生じるものであるとする「社会モデル」へと転換されたことを踏まえ、障がい者の定義規定を改めました。

３　障がい者に対する差別の禁止の規定の見直し及び合理的な配慮の規定の追加
改正障害者基本法において障がい者に対する差別に関する規定が設けられたこと及び障害者差別解消法の成立を踏まえ、条例中の差別の禁止に係る規定を改めるとともに、社会的障壁の除去の実施に当たり、障がい者に合わせた合理的配慮を行う旨の規定を設けました。
４　防災及び防犯に関する規定の追加
改正障害者基本法において、地方公共団体は、障がい者が地域社会において安全にかつ安心して生活を営むことができるようにするため防災及び防犯に関し必要な措置を講じなければならないとされたことを踏まえ、防災及び防犯に関する規定を設けました。
５　新座市障がい者施策推進協議会の規定の見直し
改正障害者基本法において、障がい当事者が施策の策定及び実施に参画するための組織にするという趣旨で中央障害者施策推進協議会の名称が障害者政策委員会に変更されたことを踏まえ、新座市障がい者施策推進協議会の名称も新座市障がい者施策委員会に変更し、組織の機能を明確にするために所掌事務に係る規定を設けるとともに、障がい当事者を組織の構成員とするため組織等の規定を改めました。
６　個人情報の保護に関する規定の追加
　　　市及び事業者は、障がい者の支援に当たり個人情報の保護を図るとともに、過剰な個人情報保護が支援の妨げにならないように配慮する旨の規定を設けました。

７　所要の規定の整備

法の改正に伴う引用箇所の条ずれの対応等、所要の規定の整備を行いました。
